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【憲 法 問題】  

 

 

次の文章［１］・［２］を読んで［問］に答えなさい。 

 

 

［１］ 

憲法２５条を具体化する生活保護法の第１条、第２条は、その対象を「すべて

（の）国民」と定めている。 

  同法には、生活保護受給権を外国人について排除する規定（いわゆる国籍条項）

はないが、同法は外国人には適用されないものとされてきた。 

  しかし、１９５０年と５４年の厚生省（当時）の通達及びこれら通達による対

象者を限定した１９９０年の口頭による行政措置（一般に「１９９０年限定措置」

と呼ばれる）によって、現在は、出入国管理及び難民認定法による永住者、永住

者の配偶者、日本人の配偶者や難民として認定された者、特別永住者（在日韓国

人、在日朝鮮人、在日台湾人）などに限って、外国人にも生活保護法を準用する

とされている。 

 

 

［２］ 

Ｘは、出入国管理及び難民認定法による永住者としての在留資格をもつ外国人

である。 

  Ｘは、親族間のトラブルに巻き込まれ全財産のほとんどを失い生活に著しく困

窮することになったことから、在住するＡ市の社会福祉事務所に生活保護を申請

した。しかし、同社会福祉事務所長は、Ｘの困窮度は生活保護を必要とする程度

にはなっていないとしてこの申請を却下した。 

  これを不服とするＸは不服を申立てたが、生活保護法は外国人には適用はな

く、永住外国人であっても同様であり、政府が永住外国人等に同法が準用される

としているのはあくまで行政の裁量による恩恵的措置であって、Ｘの申請が認め

られなかったとしてもそれに不服を申立てることはできないとしてＸの申立て

は却下された。 

  Ｘはこれに承服できず提訴しようと考えている。 

 

 

［問］ 

Ｘが裁判所で主張するであろう憲法上の論点を踏まえて、この事例についてあ

なたの考えを述べなさい。 

（なお、行政事件訴訟法上の問題については触れなくてよい。） 

 

 

 

 

 

 
 

 


